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２０２６年６月３日
セントラル保障株式会社
人事部長　　鴫原　公男　殿

ＪＭＩＴＵセントラル警備保障支部
執行委員長　　　堀　一洋

人事部宛て 抗議および事実関係究明に関する質問状

 件名：台風接近時における東京警送事業部の違法な出勤指示に対
する厳重抗議、および判例に基づく安全配慮義務違反追及に関す
る質問状

 現在、6月3日の台風接近に伴い、公共交通機関の計画運休および運行見合わせが
現実化している極限状態において、東京警送事業部より現場に対して「公共機関が
止まったら行けるところまで行き、そこからはタクシーを自腹で切って出勤し、後日領
収書で精算せよ」との驚くべき指示が下されました。

 本指示は、従業員に多大な精神的・経済的苦痛を強いるのみならず、労働契約法、
民法、および最高裁判所判例に著しく抵触する明白な違法行為です。つきましては、
法的根拠および判例法理に基づき厳重に抗議するとともに、事実関係の開示を強く
求めます。

 1. 法的根拠および最高裁操作判例の当てはめによる厳重抗議

​① 労働契約法第5条および最高裁判例（安全配慮義務違反）の当てはめ

​【労働契約法第5条】

「使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働
することができるよう、必要な配慮をするものとする。」

​【最高裁重要判例：陸上自衛隊八戸駐屯地事件（最一小判昭50.2.25）】

「国（使用者）は、労働者に対する安全配慮義務を負う。これに基づき、労働者が労務
提供のため設置される人的・物感的環境および管理する業務の遂行過程において、
労働者の生命および身体を危険から保護するよう配慮すべき義務がある。」

 公共交通機関が麻痺するほどの暴風雨の中、代替手段としてタクシーでの移動を強
要することは、従業員を暴風、飛来物、浸水などの「生命・身体への具体的危険」が
渦巻く環境へ意図的に引きずり出す行為です。

判例法理に照らし合わせれば、会社がこの危険を予見可能（台風の上陸・運休は事
前報道で確実）であるにもかかわらず、回避措置（自宅待機等）を講じずに出勤を強
要する行為は、**弁解の余地なき「故意または重大な過失による安全配慮義務違反
」**に該当します。万が一、移動中に労働者が負傷した場合、貴社は巨額の損害賠
償責任を免れません。
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​② 民法第650条（費用前払の原則・経済的ハラスメント）

​【民法第650条1項】

「受任者は、委任事務を処理するのに必要と認められる費用を支出したときは、委任
者に対し、その費用及び支出の日以後におけるその利息の償還を請求することがで
きる。」

 業務命令を遂行するための費用（タクシー代）は、本来会社が事前に手配・支給すべ
きものです。遠方から通勤する労働者に対し、数万円規模の現金を「一時的に自腹で
立て替えろ」と強要することは、労働者の財産権を脅かす不当な経済的圧迫であり、
民法の基本原則を著しく逸脱した横暴な命令です。

 2. 指示系統および責任の所在に関する質問（東京警送事業部の独断か否か）

 本件は、企業のコンプライアンス（法令遵守）およびリスクマネジメントの根根を揺る
がす重大な事態です。責任の所在を明確にするため、以下の質問に対し、迅速かつ
客観的な事実を回答してください。

 ​質問A： 本指示は、「東京警送事業部」が独自の見解や裁量によって現場へ
下した、同事業部独自の独断による対応ですか。

 ​質問B： あるいは、本指示は東京警送事業部のみならず、本社（人事部を含
む経営陣・危機管理事務局等）が決定した、全社的かつ公式な災害時対応で
すか。

 現場では、この常軌を逸した指示が「東京警送事業部（および山田事業部長）の独
断・暴走」なのか、それとも「会社全体の異常な体質」なのか、激しい憤りと不信感が
渦巻いています。組織としての指示系統、および責任の所在を曖昧にせず、明確なご
回答を強く要求いたします。

 3. 今後の対応と要求

1. ​本指示の即時撤回、および労働者の安全を最優先とした「自宅待機」または「
安全な手段が確保されるまでの出勤見合わせ」の再通達。

2.  判例法理を無視し、従業員に違法な負担と危険を強いた責任者（東京警送事
業部幹部含む）の特定、および厳重処分。

3.  災害時における、最高裁判例に準拠した全社一律の明確な出勤ガイドライン
の策定。

 本件に対する人事部としての見解、および上記質問に対する明確な回答を、書面（
または社内メール）にて迅速に開示いただけますよう、重ねて強くお願い申し上げま
す。

 以上


